
令和３年度監査テーマ：防災・減災に係る事務事業の執行について

担当課別の措置状況　（※１つの指摘・意見が複数の課等にまたがる場合があるため、上記 「指摘・意見の数」 とは一致しない。）

措置済み 措置中 措置予定 検討中 不措置 措置済み 措置中 措置予定 検討中 不措置

2 1 1

とくしまゼロ作戦課 2 1 1

12 12

とくしまゼロ作戦課 1 1

南部防災館 2 2

西部防災館 2 2

防災人材育成センター 2 2

人事課 1 1

管財課 2 2

徳島中央警察署 2 2

3 1 2 14 14

危機管理政策課 3 1 2 7 7

とくしまゼロ作戦課 2 2

総務課 2 2

管財課 2 2

自治研修センター 1 1

12 9 3

危機管理政策課 1 1

とくしまゼロ作戦課 11 8 3

14 6 6 2

体育健康安全課 9 4 5

城東高校 1 1

城南高校 1 1

特別支援教育課 2 2

障がい福祉課 1 1

2 2 8 7 1

危機管理政策課 2 2

とくしまゼロ作戦課 1 1 2 2

防災人材育成センター 1 1

秘書課 1 1 2 2

スマート県庁推進課 1 1

1 1 6 6

とくしまゼロ作戦課 3 3

保健福祉政策課 2 2

住宅課 1 1 1 1

4 3 1

とくしまゼロ作戦課 4 3 1

6 4 2 72 58 11 1 2

100% 66.7% 33.3% 100% 80.6% 15.3% 1.4% 2.7%

（参考）

令和４年９月３０日公表分

措 置 状 況 総 括 表
令和５年６月３０日公表分

指摘・意見の数 指摘５（うち措置済み３、措置中２）　　意見５３（うち措置済み４１、措置中１１、措置予定１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措置状況
　担当課等

指　　　　　摘 意　　　　　見

Ⅲ　徳島県業務継続計画（県庁ＢＣＰ）・職員研修

Ⅰ　徳島県の災害リスクと東日本大震災における教訓

Ⅱ　県防災拠点施設

構成比

指摘５（うち措置済み１、措置中３、措置予定１）　　意見５３（うち措置済み１７、措置中１９、措置予定１０、検討中７）指摘・意見の数

Ⅳ　備蓄全般

Ⅴ　学校防災計画及び県立学校における備蓄

Ⅵ　住民啓発・研修・情報発信

Ⅶ　応急仮設住宅・被災者の生活再建支援体制

Ⅷ　防災・減災関連補助金（危機管理環境部関連）

合計（※）
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措 置 状 況 一 覧 表

令和３年度監査テーマ：防災・減災に係る事務事業の執行について

Ⅰ 徳島県の災害リスクと東日本大震災における教訓

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

徳島県の災害リスク

25-26 被害想定は、災害対応を検討する上での基礎資料となる 国において令和5年2月3日に、新たな被害想定に向けた計算 措置中
ものであるから、一度きりで終わらせることなく、新たな 手法等を検討することを目的とした有識者検討会が開催され
科学的知見や社会の変化等を踏まえ、適切なタイミングで たところ。
見直しを実施していくことが望ましい （意見２） 県においても被害想定の見直しに向け、令和5年3月27日に。

「被害想定検討プロジェクトチーム」を設置し、事前検討及
び情報共有を行った。今後は、被害想定に関する新たな知見
や計算手法等に関する国の動向を踏まえながら検討を進めて
いく予定である。

（ ）とくしまゼロ作戦課

Ⅱ 県防災拠点施設

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

徳島県庁万代庁舎、徳島県立防災センター、徳島県立南部防災館、徳島県立西部防災館、徳島中央警察署

措置済み66-67 県が所有する施設において、指定管理者との間における 令和５年５月に「南海トラフ地震等に対応した備蓄方針」
備蓄の流用やその判断についてのルールや流通備蓄を含め を改訂すると共に、県が所有する公の施設管理所属に対し、
た備蓄のあり方について検討するとともに、直営等の施設 発災後に避難のために施設利用者等が施設にとどまることを
においても同様の検討を進めるべきである （意見５） 想定した備蓄のあり方について、検討を進めるよう要請を行。

った。
（ ）とくしまゼロ作戦課

措置済み令和５年４月に「指定管理者制度に係る運用マニュアル」
を改正し、発災後、施設利用者が施設にとどまることを想定
した備蓄のあり方や対応等を各施設の防災マニュアル等に定
めることや、指定管理者募集時に提示する「管理運営業務要
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求水準書」に盛り込むよう明記した。
（ ）人事課

Ⅲ 徳島県業務継続計画（県庁ＢＣＰ ・職員研修）

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

徳島県業務継続計画（県庁ＢＣＰ）について

措置済み68-69 危機事象時において県庁ＢＣＰをできる限り最新の状態 令和５年１月、各所属における危機事象に係る計画やマニ
にするという観点からは、組織改編等によって担当部署レ ュアルを確認・把握し、取りまとめたところであり、県庁内
ベルで新たなＢＣＰを策定する必要が生じた場合、その都 業務システムを用いて、県庁ＢＣＰと各種計画を結びつける
度、各担当部署に新たなＢＣＰの策定を求めるとともに、 ことが可能となるよう取り組んだ。
県庁ＢＣＰに補訂という形式で編綴しておくことが望まし 組織改編時には、必要に応じて文書での依頼を行うなど、
い （意見６） 新しい所属にＢＣＰの策定・改正を求めることとした。。

（ ）危機管理政策課

措置済み70-72 災害対応に関わる法令や計画は数多く存在しているが、 令和５年１月に、各所属における危機事象に係る計画やマ
それらを俯瞰して確認することができる資料を作成し、県 ニュアルを確認・把握し、根拠法令や連携協定などもあわせ
庁ＢＣＰに添付すべきである （意見７） て取りまとめた。それらを災害図上訓練にも活用するなど、。

県庁ＢＣＰの実効性向上に努めている。
（ ）危機管理政策課

措置済み70-72 職員が危機事象に対する認識を持ち、さらには業務継続 令和５年１月、各所属における危機事象に係る計画やマニ
体制の維持・向上を常に意識させるためにも、より網羅的 ュアルの見直しを行い、県庁内業務システムにより情報共有
な情報の提供を行うことが望ましい。また、サイトを紹介 を図るとともに、それらを災害図上訓練にも活用するなど、
する際には、ＵＲＬ及びＱＲコード等も併せて提供し、接 業務継続体制の向上に取り組んだ。
続性を高めるべきである （意見８） 加えて、危機事象に関するサイトを立ち上げる際は、接続。

性の向上を考慮し、必要に応じたＵＲＬ等の提供を行った。
（ ）危機管理政策課

措置済み72-73 県庁ＢＣＰが対象としていない職員や組織に関するＢＣ 県庁ＢＣＰが対象としていない教育委員会などの危機事象
Ｐについても、ＢＣＰ相互の遺漏及び矛盾が生じることを に関するマニュアルの修正に際しては、危機管理環境部でし
防止するため 各ＢＣＰについて一覧できる状態に整理し っかりと確認・助言を行うなど連携体制を構築し、令和５年、 、
県庁ＢＣＰに参考資料として編綴すべきである 意見９ １月に災害対応業務に関連する組織のＢＣＰも取りまとめ、。（ ）

県庁ＢＣＰに参考資料として編綴した。これにより、県庁Ｂ
ＣＰについて実効性向上につなげている。

（ ）危機管理政策課

73 職員個人が、県庁ＢＣＰにおいて求められている対応を 令和４年度は、それぞれの所属において、備蓄している物 措置中
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どれだけ実現できているのかについては、定期的にこれを 資の把握や、総合防災訓練・災害図上訓練などに合わせ、各
確認するための仕組みを設け、その結果を公表するなどし 所属ＢＣＰの再確認はもとより、県の業務継続に係る支援協
て、職員個人の災害対応力を高めるとともに、職員の災害 定締結企業との連携確認を行うなど、職員の災害対応力の見
対応力を見える化するための仕組み作りが必要である 指 える化に向けて取り組んでおり、職員一人ひとりが危機意識。【
摘１】 を高め、災害対応力の向上が図られるよう努めた。

加えて令和５年度は、職場のみならず「平時の取組」がど
れだけできているか、職員の災害対応力の見える化を更に進

、 「 」 「 」めるため 職員の自宅周辺の 避難場所 や 備蓄実施状況
の確認など、e-ラーニングの実施に併せて把握し、その結果
を掲示板等に掲示することとした。

（ ）危機管理政策課

措置済み74 職員個人ないし担当課においてどの程度の備蓄がされて 各所属・庁舎で備蓄している物資について令和５年１月に
いるのかを県として把握するとともに、特に、発災直後の 把握した。
最低限度の備蓄の確保については、安全配慮義務の１つと 災害時に最低３日間業務継続できる備蓄については飲料水
して、県として実施すべきである 【指摘２】 ６５，３００本（５００ｍｌ 、携帯トイレ１０８，５００。 ）

回分が必要であり、令和４年度は保存用飲料水及び携帯トイ
レを購入し、災害時に最低限３日間は職員が業務継続できる
必要数を確保できた。

（ ）危機管理政策課

措置済み75-76 執務時間中に発災した場合であっても職員や一時避難者 「県災害時快適トイレ計画」や「徳島県避難所快適トイレ
に対し十分なトイレの確保ができるよう、より一層の在庫 ・実践マニュアル」にも則り、災害対策本部として計画的に
備蓄の充実を求める （意見１０） トイレ備蓄を進めており、令和４年度は携帯トイレ４,０００。

回分を購入し、必要数を確保できた。
（ ）危機管理政策課

措置済み76-77 災害時のトイレの使用ルールの掲示について、ダイバー 災害時のトイレの使用ルールについて、複数の当事者から
シティ推進の観点から当事者の意見を十分に聴取しなが 意見を聴取したところ、現在の掲示について特段の意見はな
ら、外国人や障がい者も分かりやすい内容となるように検 かった。
討を進められたい （意見１２） 検討の結果、災害時のトイレの使用ルールの表示に、広く。

使われている英語による表記を取り入れることとし、令和５
年３月にトイレの入口に掲示した。

（ ）総務課・管財課

77-78 災害がいつの時点で発生したかによって、その際に職員 いつ何時災害が発生しようとも迅速かつ的確に災害対応を 措置中
がどこにいるのかが変わり、また、必要とされる備蓄や対 行うため、発災時の職員参集基準・ルール等の一層の浸透を
応も変わってくるため、今後の改訂に際しては、現在の職 図るとともに、令和５年１月実施の災害図上訓練や同年５月
員の少ない執務時間外を想定した県庁ＢＣＰだけでなく、 実施の部内災害対応訓練は、平日午後の勤務時間中に発災し
職員の多くが在庁している執務時間中に発災した場合の対 た前提で実施し、その中で県庁ＢＣＰの確認を行った。
応も念頭に より柔軟な災害対応をとることができるよう 引き続き、執務時間中に発災した場合にも災害対応をとる、 、
県庁ＢＣＰをより充実させることが望まれる 【指摘３】 ことができるよう、災害発生の時間帯や状況を踏まえた県庁。
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ＢＣＰの充実に努める。
（ ）危機管理政策課

Ⅳ 備蓄全般

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

備蓄に関する県の役割、体制について

措置済み88-89 備蓄方針につい 発災後４日目に流通が回復するとの前提に立つ現状の備 住民による備蓄について、できれば一週間分の備蓄を目標
て 蓄方針は改めるべきである。住民による備蓄は、７日間は とするよう、令和５年５月に「南海トラフ地震等に対応した

」 、 。必要との認識が広まっており、住民の備蓄に関しての目標 備蓄方針 の見直しを行い 県ホームページで周知を図った
値や具体的施策、食料、水以外の備蓄の方針等を盛り込ん

。 （ ）だ新たな備蓄方針の策定が必要である （意見１６） とくしまゼロ作戦課

措置済み88-89 災害時において、アレルギー対応の非常食とアレルギー 県の現物備蓄については 今後 更新する際 可能な限り、 、 、 、
非対応の非常食の配布ミスは深刻なリスクとなるため、今 アレルギー対応の非常食とするよう努めていく。また、令和
後、備蓄を更新する際には、全ての備蓄をアレルギー対応 ５年４月にアレルギー対応の非常食の備蓄に努めるよう、市
とすることを検討されたい （意見１７） 町村に依頼した。。

（ ）とくしまゼロ作戦課

92 物資調達・輸送 災害時物流体制確保マニュアルについては、物資調達・ 災害時物流体制確保マニュアルの見直しには着手しており 措置中、
調整等支援シス 輸送調整等支援システムの利用を前提としたものに改める 令和５年度中に改正を行うとともに、引き続き、国、県及び
テムについて べきであり、訓練においても本システムを利用した訓練を 市町村と連携し、物資調達・輸送調整等支援システムを活用

行うべきである （意見２１） した訓練を実施する。。
（ ）とくしまゼロ作戦課

92-93 備蓄管理について、ルート、資料及び職員の意識が複線 災害時物流体制確保マニュアルの見直しには着手しており 措置中、
、化している様子が見受けられ、備蓄整備の妨げや発災時の 令和５年度中に物資調達・輸送調整等支援システムにおいて

混乱を招く可能性がある。根幹となるデータを物資調達・ 統一的に備蓄状況の確認を行えるよう、改正を行う。
輸送調整等支援システムに統一し、備蓄把握に使用するル
ート、資料及び職員の意識を整理する必要がある （意見。

（ ）２２） とくしまゼロ作戦課

94-95 備蓄の確認につ 県は災害救助法が適用された場合の責務を鑑みると、自 物資調達・輸送調整等支援システムにおいて、備蓄物資の 措置中
いて らが所有する備蓄の確認にとどまらず、市町村等が所有す 把握等について、情報共有できるよう、令和４年６月に行っ

る備蓄についても、各所の避難者の想定に基づいた、ある た、国・県・市町村でシステムの操作・物資拠点開設の訓練
べき備蓄の数量、種類、備蓄の確認手法等について、市町 を通じて運用手順を確認するとともに、７月に、正確な入力
村等と情報を共有すべきである。その上で、備蓄の確認手 をしていただくよう市町村に依頼した。
続について物資調達・輸送調整等支援システムへの登録、 また、災害時物流体制確保マニュアルの見直しには着手し
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県の確認を含め統一された備蓄確認実施要領を策定 配布 ており、令和５年度中に改正を行う。、 、
。 （ ）運用すべきである （意見２４） とくしまゼロ作戦課

措置済み95-96 県民への情報提 具体的な備蓄の情報や発災時の流通備蓄の状況をホーム 各市町村における避難所情報のリンク先を令和５年４月に
供について ページ等で情報提供することは、住民の備蓄の促進や被災 県ホームページ「安心とくしま」に掲載し、情報を提供する

者の不安軽減の観点から必要と考えられる。市町村の協力 とともに、市町村に、備蓄を含む内容の充実を依頼した。
も不可欠であるが、住民への備蓄に関する情報提供につい

。 （ ）て、ホームページ等での開示を望みたい （意見２５） とくしまゼロ作戦課

措置済み96 避難所外避難者 現状の備蓄方針等においては、避難所における避難者が 災害ケースマネジメント推進協議会において避難所外避難
への支援につい 対象とされているが、避難所外避難者についても支援が必 者への支援についても検討し、避難所を「地域の防災拠点」
て 要となってくる。市町村の協力が不可欠ではあるが、支援 として位置づけ、避難所外避難者の把握、食料の配給方法、

の方法について検討願いたい （意見２６） 必要な情報の提供方法等を事前に決めておくよう示した「徳。
島県災害ケースマネジメント手引書」を令和５年３月に作成
し、同月に実施した徳島県被災者支援推進ネットワーク会議
において市町村に周知した。

（ ）とくしまゼロ作戦課

措置済み96-97 県職員に対する 災害対応を担う県職員の備蓄について、具体的な規定が 職員の備蓄については「災害時における携帯トイレの備蓄
備蓄について ない。備蓄の量や保管、確認方法について具体的に規定化 及び運用方針について」などにおいて規定し、飲料水６５,３

し、可能な限り県費での在庫備蓄の充実を含めた整備をよ ００本（５００ｍｌ 、携帯トイレ１０８,５００回分が必要）
り推進すべきである （意見２７） である。。

各所属・庁舎で備蓄している物資について、令和５年１月
に把握するとともに、災害対策本部職員用の食料・飲料水・
簡易トイレなどの備蓄についても計画的に進めており、令和
４年度は飲料水１３,２９６本、携帯トイレ４,０００回分を

、 、購入し 災害時に最低限３日間は職員が業務継続出来るよう
在庫備蓄の充実を図った。
今後も計画的に整備を進めていく。

（ ）危機管理政策課

Ⅴ 学校防災計画及び県立学校における備蓄

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

県立学校における学校防災計画の策定及び備蓄の現状について

103 学校防災計画に 県教育委員会は、各学校の被害想定に応じたあるべき備 緊急性の高い２８校について 「あるべき備蓄物品の品目 措置中、
ついて 蓄の量、種類及び備蓄の確認方法を各学校と協議の上策定 ・数量」を、各校の管理職と専門家の意見を交えて策定した

し、確認手続の実施要領を制定した上で、学校防災計画の （令和４年１２月 。次年度以降も同様に残りの学校につい）
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確認を厳密に行う取組を継続して実施すべきである （意 て策定を進める。。
見２８） 備蓄物品の確認方法については 「学校防災計画のチェッ、

クポイント」に基づき毎年することとしている。また学校防
災計画についても毎年度確認することとしている。

（ ）体育健康安全課

110 備蓄計画の策定 各県立学校における備蓄は、１食分程度しか備えていな 緊急性の高い２８校について 「あるべき備蓄物品の品目 措置中、
について い学校が多く、生理用品も学校防災計画を見る限り、ほと ・数量」を、各校の管理職と専門家の意見を交えて策定した

んどの学校において備蓄がなされていない。今後、教育委 （令和４年１２月 。次年度以降も同様に残りの学校につい）
員会は各学校と協議を行い、被害想定や帰宅困難となる生 て策定を進める。
徒数を考慮した備蓄の拡充計画を策定すべきである （意 また、各校の備蓄状況調査を実施し、１日以上の確保がで。
見３０） きていない学校については、確保するよう依頼した（令和４

年１２月 。次年度以降も、同様に継続していく。）
（ ）体育健康安全課

措置済み110-111 財源について 県立学校の備蓄は明らかに不足しており、発災時の教職 生徒への備蓄物資については、入学時に個人・ＰＴＡによ
員、生徒の安全性が危惧される。学校側の僅かな財源に頼 り購入して卒業時まで備蓄を行うこととしているが、各校の
る方針では事態の改善は望めない。公費において備蓄の拡 調査を実施し、１日以上の確保ができていない学校について
充を念頭においた検討を進めていくべきである （意見３ は、確保するよう依頼した（令和４年１２月 。。 ）
１） また、教職員の備蓄については、令和５年度から予算を確

保し、計画的に整備する。
（ ）体育健康安全課

111-112 備蓄の保管につ 県立学校における現在の備蓄の管理方法は、発災時に混 県内全ての県立学校防災担当者に対し、備蓄物品の保管方 措置中
いて 乱が生じるおそれがあるため検討が必要である。学校指定 法と保管場所について、令和４年度中をめどに検討するよう

品と個人準備品を一つのパックとしたハイブリッド型の備 指導した。
蓄をスクールパックとして生徒各人が保管するという方法

。 （ ）も検討すべきである （意見３２） 体育健康安全課

措置済み112 市町村との協定 県立学校の多くは地域住民の避難所に指定されており、 避難所指定されている県立学校から学校と各市町村との協
について 自治体との間で備蓄の流用等の協定が必要となる。現在、 定書を収集し 内容を確認した（令和４年９月 。、 ）

城東高校、城南高校と徳島市が締結している協定は、その 自治体との間における備蓄の流用等については、生徒・職
内容が不十分であるため、内容の改定が必要である。教育 員が地域の避難者として校内に開設された避難所に避難する
委員会は各学校と自治体との間における備蓄流用に関する こととなった際には、自治体の備蓄物品が提供されることを
協定について指導、掌握すべきである （意見３３） 確認した。。

（ ）体育健康安全課

措置済み113 県立学校の教職 発災時に相当な負担を強いられると考えられる教職員に 教職員等への備蓄物資については、県費により令和５年度
員用の備蓄につ 対し、労働安全確保の点からも県費にて備蓄を備えるべき 以降、計画的に配備し、配備状況も確認する。
いて であり、その確認方法もルール化すべきである （意見３。

（ ）４） 体育健康安全課
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113 アレルギー対応 発災時にアレルギー症状を有する生徒にアレルギー対応 生徒用備蓄物は個人・ＰＴＡが購入しているため、令和４ 措置中
の備蓄について の備蓄を適切に配布することは困難と考えられ、各県立学 年５月、県内全ての県立学校防災担当者に対し、アレルギー

校において全ての備蓄をアレルギー対応の備蓄に置き換え 品目やアレルギー対応備蓄品の参考資料を提供し、生徒用備
ることを検討すべきである （意見３５） 蓄物をアレルギーフリーの食料へ置き換えることについて、。

ＰＴＡと検討を行うよう指導した。
今後も継続して指導を続ける。

（ ）体育健康安全課

114 情報公開につい 現状の県立学校における備蓄の状況を鑑みると 保護者 令和４年５月開催の「令和４年度学校防災研修会」にて、 措置中、 、
て 生徒に対して十分な情報開示を行い、理解を得られている 自然災害発災時に学校の具体的対応を、４月当初の防災だよ

とは考えられない。今後、被害想定、帰宅困難者の想定と りや学校のホームページを利用して保護者に伝えることの必
共に備蓄の状況、方針を学校のホームページ等で公開し、 要性について指導した。今後も指導を続ける。
アンケートを取るなどして備蓄の改善に繋げるべきであ
。 （ ）る （意見３６） 体育健康安全課

措置済み114-115 医療的ケア児の 医療的ケア児が在籍する特別支援学校においては、医療 調査票「あるべき備蓄及びバッテリーの確認事項」の作成
備蓄について 機器の予備バッテリーについて、その所在、使用可能時間 ・活用により、各特別支援学校及び県教育委員会が整備状況

等が十分に把握できていない。今後、担当課が「あるべき を点検・把握するシステムを整備した。
備蓄及びバッテリーの確認事項」のリストを作成し、特別 （令和４年７月調査票作成）
支援学校においてリストをチェックし、担当課に返送し確 （令和４年８月及び令和５年３月に調査実施）
認するという手続を徹底していただきたい （意見３７） 今後も継続的に調査を実施し、各学校の整備状況の確認と。

必要な助言を行う。
（ ）特別支援教育課

措置済み115-116 特別支援学校に常駐する学校看護師 教職員については 教職員等への備蓄物資については、県費により令和５年度、 、
災害発生時から相当期間 激務が継続することが想定され 以降、計画的に配備し、配備状況も記録・確認していく。、 、
また他の県職員との公平性の観点からも公費にて十分な備

。 （ ）蓄を購入すべきである （意見３８） 特別支援教育課

116 今後の課題ではあるが、医療的ケア児の実態を把握し、 実態調査を踏まえ、災害時の備えや必要な支援について、 措置中
児童ごとに平時においてどのような準備が必要か、発災時 今後も市町村や関係機関等と情報共有していく。
に支援者に対して各児童の情報を伝えるツールをどのよう また、他県の状況等を踏まえながら、医療的ケア児等に係
に準備するかについては、自治体との情報共有や統一的な る災害時の情報伝達ツールについても、関係機関等とともに
様式の作成が有効と考えられる。この点について、先行し 検討する。
ている自治体、団体等のマニュアルを参考にし、迅速に準

。 （ ）備を進めていただきたい （意見３９） 障がい福祉課

Ⅵ 住民啓発・研修・情報発信

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ
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住民啓発・研修について

117-120 住民啓発・研修等に関しては、特に数値目標が設けられ 新たな仕組みによる研修制度を構築し、研修が実施できる 措置中
ていないか、定量的な数値目標にとどまっているところ、 よう、教育工学の知見を有する徳島大学環境防災研究センタ
直ちに定性的な達成度に切り替えることは必ずしも容易で ーと協議を重ねている。
はないため、学習の成果を測る知見を蓄積している教育工
学等の知見を防災研修等に活用する方策を検討することが

。 （ ）望ましい （意見４０） 防災人材育成センター

情報の整理、構成について

措置済み120-121 徳島県ホームペ 県のホームページにおいて掲載されている災害関連情報 令和５年度には「安心とくしま」ホームページ改修の予算
ージの情報の整 は、必ずしも直感的にどこをアクセスすればどのような情 が確保できたため、その中でより県民が防災情報を得られや
理、構成につい 報が得られるのかが分かるようにはなっていないため、各 すい表記・構成となるよう対応を進める。
て サイトの役割を明示する、情報を区分し入り口を分ける等 今後も引き続き県の「安心とくしま」ホームページ内の表

により、閲覧者を短時間で必要な情報まで誘導する工夫が 記を工夫するとともに、読上げ機能の強化などアクセシビリ
必要である。さらに住民に対して最もアナウンスしなけれ ティの向上に努めるなど、広く県民に分かりやすいホームペ
ばならないのは 自宅近辺の被害想定 指定避難所の情報 ージとなるよう改善を図っていく。、 、 、
備蓄の啓蒙であり、このような視点からホームページの構

。 （ ）成を再考することも必要である （意見４１） 危機管理政策課

措置済み121-122 防災・減災マッ 防災・減災マップは、被害想定を導き出す有用なサイト 令和５年度には「安心とくしま」ホームページ改修の予算
プについて であるが、ホームページ閲覧者にとって、その存在が分か が確保できたため、その中でより県民が防災情報を得られや

りづらく、現状のホームページの構成では当該サイトに安 すい表記・構成となるよう対応を進める。
易にたどり着くことができない。ホームページの構成、サ 今後も引き続き県の「安心とくしま」ホームページ内の表
イトの表記等を再考すべきである （意見４２） 記を工夫するとともに、読上げ機能の強化などアクセシビリ。

ティの向上に努めるなど、広く県民に分かりやすいホームペ
ージとなるよう改善を図っていく。

（ ）危機管理政策課

避難所の情報について

措置済み125 現在のホームページにおいては、避難所、福祉避難所の 各市町村における避難所情報のリンク先を令和５年４月に
情報として、住所、連絡先、分類、災害種類のみが提供さ 県ホームページ「安心とくしま」に掲載し、収容可能人数等
れており、収容可能人数、備蓄、設備等の情報を得ること の避難所情報を提供するとともに、市町村に、内容の充実を
ができない。これらの情報についても表示すべきである。 依頼した。

（ ）（意見４４） とくしまゼロ作戦課

各種計画、マニュアルの構成図について

措置済み125-126 防災に関する計画 方針 マニュアル等は多く存在する 令和５年５月、防災関係の計画、方針、マニュアル等を整、 、 。
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県が果たすべき役割を住民に説明し、また各自治体、協定 理し、分かりやすく一覧にし、県のホームページ上に公開し
締結企業等にとって役割分担を確認する等に有用であるた た。
め、各計画、方針、マニュアル等を整理し、ホームページ
上でその構成図を分かりやすく表示すべきである （意見。

（ ）４５） とくしまゼロ作戦課

Ⅶ 応急仮設住宅・被災者の生活再建支援体制

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

応急仮設住宅について

措置済み130-133 借上型仮設住宅については、仮設住宅であり、かつ、建 発災後速やかに被災者に借上型仮設住宅を提供するため、
設型仮設住宅より早期に被災者に提供されることが期待さ 賃貸住宅事業者等と協議の上、契約事務が円滑にできるよう
れている住宅であることから、実際に供給する際に、契約 賃貸借契約の契約書の雛形を作成し、令和５年３月にマニュ
の締結や住宅所有者の理解も含めて、早急に事務執行が可 アルの改定を行った。
能となるよう契約書の雛形の作成を含めたマニュアルの見

。 （ ）直しをされたい 【指摘５】 住宅課

被災者の生活再建支援体制について

措置済み139-141 徳島県復興指針において謳われている災害ケースマネジ 早期の生活再建に向けて、災害ケースマネジメントに取り
メントを実現することが求められているところ、官民挙げ 組むため、令和４年６月に、民間団体（社会福祉協議会、士
ての支援体制の構築は非常に重要であることから、徳島県 業、ＮＰＯ等）や庁内の関係部局（防災、保健福祉、労働雇
としても総合相談窓口の開設やアウトリーチ体制の構築等 用、住宅）で構成する徳島県災害ケースマネジメント推進協

、 、について事前から検討すべきである。その際には、既存の 議会を設置し 連携して人材育成や支援体制の構築について
協定の改定を含めた関係機関等との平時からの連携や組織 推進するとともに、令和５年１月に徳島県地域防災計画の記
内連携をより強化するとともに、人材育成等の施策につい 載を充実させた。
てより一層取り組み、徳島県地域防災計画の記載について

。 （ ）も更に充実させることが望まれる （意見４８） とくしまゼロ作戦課・保健福祉政策課

措置済み142-143 実効的な官民連携した被災者支援を行うためには、被災 早期の生活再建に向けて、災害ケースマネジメントに取り
者情報をいかに共有するかが重要となってくるため、社会 組むため、令和４年６月に官民で構成する徳島県災害ケース
福祉協議会や専門士業の団体のように、発災時に被災者支 マネジメント推進協議会を設置し、令和５年３月に国の手引
援を行うことが平時から想定されている団体や市町村との 書の公表に合わせ、県版の手引書の作成した。
間で、平時から被災者情報の共有のあり方について、継続
的に検討を進め、可能であれば取扱要領等を定めておくこ

。 （ ）とが望ましい （意見４９） とくしまゼロ作戦課・保健福祉政策課
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Ⅷ 防災・減災関連補助金（危機管理環境部関連）

報告書
項 目 指 摘 及 び 意 見 講 じ た 措 置 等 措置状況

ページ

154-155 住宅出火防止対 住宅出火防止対策等推進体制整備事業が市町村において 新たに設ける 感震ブレーカー等の設置に関する普及啓発 措置予定「 」
策等推進体制整 全く活用されなかった原因及び理由を客観的に分析し、そ に関する補助事業のメニューについて、検討を行うこととし
備事業について の上で、本来の目的である「感震ブレーカー等の設置に関 ている。

する普及啓発」の達成のため当該補助事業の代替措置等の
。 （ ）導入を検討すべきである （意見５０） とくしまゼロ作戦課

措置済み155-157 豪雨・土砂災害 市町村に対し、豪雨・土砂災害対応の避難場所・避難所 「土砂災害を見据えた避難施設の整備」状況について、調
対応の避難場所 緊急整備事業の目的である「土砂災害を見据えた避難施設 査を実施したところ、整備が不十分な避難施設の存在が明ら
・避難所緊急整 の整備」状況について調査を行い、整備が不十分な場合に かになった。そのため、令和５年３月開催の相互応援連絡協
備事業について は 積極的に市町村に対して整備を求めるべきである 意 議会にて市町村に対して県補助金等を活用した避難施設の積、 。（

見５１） 極的な整備を要請した。
（ ）とくしまゼロ作戦課


